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CКy首長研究

■ 清水美紗子
1)・
吉澤

S■lart Welness C■ y首長T,F先会 (以下,SWC
Iり
「先会)主 |と ,抗波大学共1た,内 閣府後援による

第 2回 SWCIジF究会が 2010年 5月 25日 ,26日 の

2日 ‖句にオ,大三リリHイiJさ
'と

, 身七11可
1'に
〕|き ネ売き,

活発なディスカッシヨンが展けJさ れた

第 1回 SWC D「 姓会では,自 治体における地域

lrr ll‐施策の現状と課題,地域他庶づくり政策のあ

り方,ソ ーシヤルビジネスの活用,お よびTk庄サー

ビスli業 の方山性についての説諭が行なわれ ,

SWC ttlldに 向けて社会実験をしていくための具

体的な術を1を作 りにげることの正要性を共通認識

として,第 2にISWC開イ‖:へ と紫がつた

舛 2L耳 からは 3県 311∫ のモ「長が力Hオつり, i「 7

県 12市の古長他,ス ピーカーとして花上恋司 (FL

通パブリックリレーションズ),llt■ 清 (束京人

学,WIN),青 木由行 (内 判官房),坂元i主次 (文
部科学省),金子郁容 (慶な義塾大学),椎名―畔
(三井不動産),判 I田 呂キ (日上交通省), ltf尾チ

プル (筑波大学),木村世承 (厚生労 llJ省 )の 9

名と,オブザーバーとして自治体,大学,研究所 ,

および企業の・/1係者 78名が参カロした

筆者らは,筑波大学大学院人間総合科学,F先科
に所属し,健康づくりをテーマに1,F究 を進めてい

る これまで大学やイ
'「

究機関は 人々が健京づく
りのための行llJ変容を起こすにはどのような要因

が・ll進 しているのか,と いった各々の専 PJttl1/に

おけるエビデンスを啓積してきた しかしながら

これらのエビデンスを実際のうと場に応用した司「例

'F究

は多数あるものの,社会的な拡がり 1ヽ弛解
決まで検討したものはほとんどなく,成米が上

がっていないのが現状である これらのことから,

この SWCオ止想がこれまでの科学的エビデンスを

より現場に,舌かすとともに,社会的な訳旭を,I午決
していくための大きなきっかけになるのではない

かと思い,今にの SWCT,F先会に参加し,本稿で

はその概要をレポー トする

1 第 2回 SWC研究会のねらい

イリF究会事務lFJ幹事である筑波大学大学院の人 Ll1/

は SWCF)F究 会を1に進する上で,「高齢社会にお

ける地域住民の望ましいlrr康な状態とは,彼 らが

常に社会参加でき,特に社会的役割をi苛苫|に なっ
ても1+ち続けられる】犬態である」ことを共通認識

として議論していく必要性を述べた さらに,「こ
のような点から地域を中核とした総合的犯廉づく

り施策としてのまちづくりの課題に保|して,μ洪

策の具体的な内容について議論することが本fl究

のねらいであるJと 指lAlし た

筆著
１

　

つ
と

しみず みさこ (筑波大学大学院人情〕総合科学lll先科体育学専攻 rl士前則訳程)
よしざわ やすよ (筑波大学大学院人間総合Tl学つF先科スポーツ医学専攻暉士後期鞘村:)
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写真 ]会 場の様子

2 地域健康づくりにおける広報戦略の
あり方

これまで多くの地域でll床づくり施策が実施さ

れてきたものの,住民の行動変容はなかなかlL
こっていない 住民の行 l lJ変容が起こらない所(μ
には,自 治体におけるヘルスプロモーションを日

的とした広報活動が¬:民のヘルスリテラシーを向

上させるためには不十分であることがあげられ

る これらの言〕t題を印決する糸「Jに j・

lして,Tヒ逝

パブリックリレーションズの花上は,情報を伝え
るときに大切なこととして,ょ方向のコミュニ

ケーションづくりが重要であることを述べた そ
のためには,り訂とがどのくらい又1心をもっている
か (人のμ〕′し、度).(Dどのような≡い方なら共感
できるか (li子刊え交J先のよりどころ),C)誰をター

ゲットにするか (タ ーゲットの選択),(rrどのよ

うな表現方法で進めるか (去現方法),(Dど うい

う計画で伝えていくか (媒 4卜計胆F)と いうことを

引さえた広報活動のあり方の必要性を説いた

3 健康づ くりを中核にとらえた地域活性化
について

内圏官房地域活性化統合事務局参ヨI官 の青木

は,健皮づくりを中核にとらえた地域活性化につ
いて 「各省庁の迪絲施策が,と携 したパッヶ―ジ

として解決を図る必要があり,現在,省庁述絡会
を開杞し,関係省庁と一緒になって中央省庁で取

写真 2 Swc研究会長に選任された新潟県見附市長久住氏

りまとめる仕和!み をつくろうと考えている」と述

べ,SWCの取 り和とみに対して |ど |も ■i極的にサポー
トしていく姿勢がうかがえた

文部牟「学竹FL)に スポーツ岳】t災の坂元は,総合型
地域スポーックラブは地域住民が主体1生をもって

スポーツに取 り組んでもらえるしかけであり, ク

ラブの社会相iの発行に
'Rり
和1み 永粧的な対!縦に

したいと述べた しかしながら 実‖大として,会
貝碓〕t,1旨導イの確保,お よびけ源碓保といった

'日

題がクラブ迪甘帝)t題の大半を占めており,上記
のようなクラブのあり方を実現するには腋しい状

況も指 llし た 総合型地城スポーックラブが lf司モ
づ くりの受けl llと して活用できる可能性はある

が,そ のためには地域 (市 )と 県や体育協会との

考え方の統一,it吉」り行政の弊害克服,迎甘休側,

および地域人材育成も含めた,1度設計寺に /1し て

より深 く,具体白つな説論を進め 円Jキに動く仕‖[
みをつくってぃかなければならないことを首長岡

のi,篤論を通じ強く感じた

4 健康づ くりのイノベーション

束東大学名誉教授であり,NPO法人 WIN創設
者でもある板 4とは,l1/1康 長寿都市を目1旨す上で ,

人が発している情報, 市民が本当に必要としてい

るものを,情報趣信技術 (以下,ICT)を 活用し
て提供 していくことの有用性について述べた 健
康nl持 増遊活動あるいは安心して暮らせる見守
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写真 3 議論の様子

リサービスに対 して,ICTを llう ことで, より

個別性の高いllr求づくりに紫げていく可能性が示

された

慶な義塾大学大学院教授である金子は,「他床

づ くりをコミコ_ニ テイ単位で行ないソーシャル

キャピタルを高めることによって,社会的コス ト

が低くなり経済的効引とがi葛 まり,社会的満足度が

高くなることに繋がるJと 述べ,ソ ーシャルキャ

ピタルが高まるようなコミュニテイを形成し,I
いにサポー トし合いながら個人のなi我やライフス

タイルを変化させることの必要性を主 l_し た し
かしながら, ツーシャルキャピタルをどのように

何上させるのか,どのような教育をしていくこと

が効栄的なのか等については まだ )1ら かにされ
ていない部分が多いのが現状である 今後は,白
治体との防力のもとで実証イリF先を行ない,データ

をV謝にし それらを評価することでよりよい llLl策

に 千ヽかしていくことができると感じられる試論で

あった

5 健康・医療・福祉を核としたまち
づくり 。みちづくり

L上交通省のまちづくり11辻課室長を務める判1

円は,「 これまでのまちづ くりは 挫常者が lf辿

にまちで*ら すということを想定して都市施設の

企画「が行なわれてきた しかしながら,忙床づく
りをまちづくりの r口心にとらえると,高齢者や乳

幼児,さ らには障害者リハビリ忠者の方々もまち

にでるという本来のまちのあり方がみえてくるJ

とし,従来のllkr常者中心のまちづくりではなく,

lkl康  医療 編祉をターゲットとしたまちづくり

を進めていくことの必要性を説いた 今後は,ラ
イフイノベーシヨンを都市政策に程i極的に導入

し,高齢者等の自立洵|な彩動を竹」能とする都市空

間 都市構造を日指すコミュニティ形成やユニ
バーサルデザイン都市を実現していきたいとの見

鮮を示した 以上のテーマにμ∫して, 首長問で活
発な議論が行なわれた いずれの首長も「コンパ

クトンティという言業は都市の中心に集まって住

むというようにとらわれがちであるが,朱落の一

つひとつを拠点として考えることが必要である」

とし,小学校区単位などのコミュニテイを中心と

して考えて どのような機能を術えていくべきな
のかを説論することが二要であると話した 一方 ,

久野は,1つの地域モデルについてi大論してもあ

まり意明こがなく,人日朱■i地のモデル,比快的過

疎に近い土地のモデル あるいは旧中心市街地の
高古令化した地域のモデルなどさまざまなモデルを

坐埋し,当つF先会からしっかりとした‖想を創出

していくことが三要であるという兄炸を示した

6 生活習慣病に対するポピュレーション
アプローチとまちづくりの関係

ⅢIJittlrll省 のとに汗 iJ‖ザt茄対策室長を務める木付

は,「少子化珂策を行なっても204二後までは1そ済

効米は期待できず このような腋しい社会状況の
中でいきいきした住ltを架きあげていかなければ

ならないJと 述べ,特 にF民 をな費の 1/3を 占

めている生活習慨病の予防の重要性を説いた ま
た,ポ ピュレーションアプロー手においてまちづ

くりが密接にかかわってくると討した また挫康
で白立できる刃J間が長いことが大 Ll」 でぁるため,

寿命からH常的に介謹が必要な期‖

“

をとし引いた

lt康寿命というものを今後きちんと定義し,それ

を年数化し,今の日本あるいは各都道府県や各市
‖」村の状態を把握することが重要であるとの見解

を示した このテーマにおける議論では,把康寿
命は口や地方白治体で成米の指枠として期待され

るが まだ定義が暖味であるとの指摘が日立った

これに開して今後は 国全体としてだけでなく,
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要旨 :

我々は 3年間の間で SWcの具体僚を地域の特性に応じて明確にし 平成 24年度ま
でを第一フェーズとして その基盤を確立することを目指す なお この取り組みで得
られる成果を全国に普及するために 大学及 i」 国の地域活性化統合事務局を星盤とした
省庁模断組織と連携し エビデンスの集積及びそれらの政茶パッケージ化を行う

第一フェーズの具体的な行動目標 :

DSWC概念の相築
D CTを利用した地域のベルスリテラシー ソーシャルキャピタル向上法の社会実験
Эインセンティブシステムのフィジビリティ
0自動車優位のライフスタイルからlll出のためのトライアルの検討
(市民の意識変単 交通体系 道路環境のあり方)
D地域課題別のよちづくリモデルのたたき台づくり

各地方白治体における犯康づくりの成蝋検 ll:と し

て使えるデータを苦Tliし ,エ ビデンスベースを,単
‖字としてlTRり 祉んでいくことがナ朝待される

健康や環境をテーマとしたまちづ くりの

試み

8 地域づくりのための科学的
マーケティング

筑波大学大学院ビジネスか1学研究↑卜のV町尾は,

「サービス=形のないモノととらまえると, それ
をどのように実態1じ怪させるのかがポイントとな

る そして,サービスは頼客とのやりとりの中で
上まれてくるJと し サービスは提,(者 lWではな
く参加者側の市ヒカに∠1:右されるものであると述べ

た サービスをJを供していく_にでモ要なことは
,

参力|:皆の能力に左右されるものをいかにしてうま

くマネジメントしてぃくか,桜 llHす るプロセスの
中でいかに実感させるか,そ してそのプロセス白
体の場をどのようにうまくつくっていくのか, と

いうことであるとの見解を示した このテーマに
llして, 首長 lflで ,舌発な議論が行なわれた il宅論

の中で,一人ひとりの価値観はさまざまで それ
らすべてに対応することは限 /‐があり,む しろ住
民のlilu例 を変えていくような〕Rり 和とみを星開し

ていくことが必要であるという児解が いずれの
首長のうS言からも感じられた

9 SWC実 現に向けた行動指針 201o

最後に,SWC伊 究会における SWC行動指針
についての註論がなされ 今後は衣 1に示した呉
体的な行 TJl指針をもとにゴール突と数値 H標につ
いて取り和1んでいくことがυtめ られた

7

さなければならない時代に入ってきた中で,把

三井不助liの 1!L名 からは,I井不動lrlが柚の非
キャンパスシティで行なっている「住民がまちづ

くりに参加していく意志と創辻性を士うためのプ

ロジェクトJな どのlkり 刊1み をVi介 し,住民参加
型でさまざまなまちづくりのi市命を行なっている

ことをイド介した 今後の兄狗午として,公 民 学
辿坊の米来lL代 のためのまちづ くり実現のため

に, オンデマンドバスゃ xcタ グレンタサイクル

の上L札とみをローコス トで提供することを日標に思

考中であり,超下j伸社会を迎えるにあたって 把
産や琳境をテーマとしたまちづくりを行なってい

きたいと述べた また,liF名 は「これまでは他月で
=個人の出」題としてとらえられてきたが, これか

らの社会は介誰を必要とする人々がl曽加し,社会
仝体で文えていかなければならない このような
社会をとらえる基本的なパラダイムをlR本的に見

康のとらえ方も兄下とすことが必要であるJと の見

解も示した
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筆者らは今回の研究会を通して, さまざまな白

治体がrri極的に忙嘆なまちづくりに取リホlんでい

こうとしている様子を〃とで感じることができた

しかしながら, これらの取 り組みにより,実 祭に

その地域住民が把業になっているのかというエビ

デンスは示されていないのが現状であることを実

感 した また,2009上F度 に開化さオした「パーソ
ナルヘルス シンポジウムJ争 でも指摘されてい
たように,犯康に関するrlAり 組みは個人とその周
りを取 り巻く社会を切 り離して考えることはでき

ず,行政れL繊体だけで解υとできる門迦ではない

そのため,よ り多くの住民に主体白,に参加 しても

らうことが重要な姓となるとた(われる 他度とい
うキーワー ドをもとに, まちを総合的に変えるこ

とで住民の意識や行動を変容させ,結果としてま
ちにlr_廉 ,キ柄 にぎわい つながりをもたらす
ことができるのかについて 公 民 学が三位一

体 となって社会ケこ験を実施 し,牟 学的エビデンス

を畜積 してい く必要があるであろう士 今回の識

論において, 具ηく的な行動指針とゴール粂が示さ

れたことで,SwC構想が単なそ,埋想論ではなく,
実現に向けて大きな一歩を船み出したと感じてい

る 次口において,こ の突がより具体的な目標と
して糀定され 今後その日標に対 して公 民 学
が

'こ

携して」kり 組んでいくことが望まれる

※文中敬称 1吟
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個月u運動プログラム作成・実践ガイド
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